2012年３月
Ⅰ．ロシア概要

１．概観
（１）人口		１億4,290万人　（2011年12月現在）
（２）面積		1,707万364 k㎡（日本は37.8万k㎡）
（３）人口密度		約8.4人／k㎡　（日本は約338人／k㎡）
（４）主要都市人口（2011年４月現在）
モスクワ 		1,151万人
　			サンクトペテルブルク 	  485万人
ノヴォシビルスク		  147万人
エカテリンブルク		  135万人
　　　　　　　　　　	ニジニ・ノヴゴロド	  125万人
　　　　　　　　　　　	イルクーツク		   59万人
　　　　　　　　　　　	ウラジオストク		   59万人
　　　　　　　　　　　	ハバロフスク		   58万人
（５）宗教　　　　　　	ロシア正教		 75～80％
イスラム教		 10～14％
　　　　　　　　　　　　	プロテスタント 		 ７～10％
　　　　　　　　　　　　	カトリック		1.3％以下
　　　　　　　　　　　　	仏教			 １％以下

２．内政
（1） 政治体制
連邦制。国家元首は連邦大統領（任期４年。次期プーチン大統領から６年となる。）。
連邦議会は二院制。国家院（下院）は比例代表制で定員450名。連邦院（上院）は83の連邦構成主体の行
政府及び議会の代表から構成され，定員１６６名。

（２）国家院内の会派（主要政治勢力）
（全議席数は450。2011年12月４日選挙結果）
｢統一ロシア｣（238議席），共産党（92議席），｢公正ロシア｣（64議席），自由民主党（56議席）。

（３）最近の内政状況　（主要閣僚等は「別添１」参照）
（ア）プーチン前政権の２期８年間（２０００～２００８年）は，全体として好調な経済に支えられ，国としての自信の回復，「大国ロシア」復活の志向，ナショナリズムの高揚が見られた。
（イ）2008年５月，メドヴェージェフ大統領が就任し，プーチン前大統領は首相に任命され，両者による二頭体制が発足した。メドヴェージェフ大統領は，プーチン前政権の政策路線の継承を前面に掲げつつも，経済近代化，汚職対策，司法改革など新たな政策をも打ち出した。
（ウ）2011年９月24日に行われた「統一ロシア」党大会において，プーチン首相は，2011年12月の国家院選挙に関し，メドヴェージェフ大統領が「統一ロシア」の候補者名簿を率いるよう提案。メドヴェージェフ大統領はこれを受諾し，大統領選挙の候補者として，プーチン首相を擁立するよう提案。プーチン首相はこれを受諾するとともに，大統領就任後にはメドヴェージェフ大統領を首相に任命する意向を表明した。
（エ）メドヴェージェフ大統領が「統一ロシア」の候補者名簿を率いて行われた2011年12月４日の国家院選挙の結果，「統一ロシア」の得票率は50％を割ったが，議席数では過半数を何とか確保した。この選挙において不正が行われたとして，ロシア全土で抗議集会が行われ，特にモスクワでは12月にソ連崩壊が最大規模の集会が行われた。こうした中，15日の「国民との直接対話」でプーチン首相は条件つきでの知事公選制の導入につき言及したほか，22日の年次教書演説において，メドヴェージェフ大統領は国家院選挙制度の改革や野党が要求していた政党登録手続の簡素化，選挙参加のための署名集めの義務の廃止又は簡素化等に関するイニシアティヴを発表した。３月現在，国家院においてこれら政治改革関連法案が審議されている。
（オ）多数の市民が監視員として見守る中行われた３月４日の大統領選挙ではプーチン首相が６３．６０％の得票で当選した。５月７日に大統領就任式が行われる予定。

３．経済
（１）全体的な動向　（経済指標は「別添２」を参照）
（ア）ロシア経済は，2008年の経済危機の影響により， 2009年の実質GDP成長率は－7.8％と1998年以来のマイナス成長となった。
（イ）その後，景気は回復傾向にあり，2010年は4.3％，2011年も4.3％の成長となり，実質ＧＤＰの水準は危機前（2008年）の水準を超えた。このように経済は復調しつつあるが，資源依存経済から脱却し，近代化を進めることができるかが注目を要する。
2009年11月の大統領年次教書で示された近代化のための優先５分野（医療技術，核エネルギー技術， IT，宇宙・通信システム，省エネ・エネルギー効率の改善）を始めとする経済近代化の進展が１つの鍵を握る。
また，ロシアは2011年12月WTOに正式に加盟が決定した。今後WTOの枠組において，ロシアがどの程度外国との貿易において開放的となるかが注目される。
（ウ）2012年連邦予算は，歳入11.8兆ルーブル，歳出12.7兆ルーブル，財政赤字0.9兆ルーブル（GDP比1.5％），財政赤字は主に国内債や国営企業の民営化収入により補填される。歳出面では，厳しい財政事情の下，社会政策費や国防費の割合が高まっている。

（２）エネルギー分野
（ア）ロシアは世界有数のエネルギー生産国であり，2010年は天然ガス及び原油生産ともに世界第１位となった。BP統計によれば，2010年の原油生産量は5.05億トン，天然ガス生産量は5,889億立米であり，エネルギー分野はロシア経済において極めて大きな役割を果たしており，燃料・エネルギーの輸出だけでGDPの約65％強を占める。
（イ）2009年は国際金融危機の影響による需要減退により，最大需要者である欧州向けガス輸出量は08年比で約12％減少の約1,400億立米となったが，2010年には約1,450億立米と回復基調に乗った。2011年に入り，ガス輸出は堅調に伸びており，ガスプロムによれば，2011年の欧州向け輸出量は約1，500億立米であった。短期的には欧州向けガストランジットを担う新規パイプラインの建設，ウクライナとの関係，安価なカタール産LNGの欧州市場への流入，長期的にはシェールガス等非在来型ガスの開発状況等がロシアの欧州向け輸出に影響を与える要因として注目される。
（ウ）省エネ・エネルギー効率改善については，2030年までにエネルギー効率を45％改善することを掲げ，「2030年に向けたエネルギー戦略」においても省エネ・エネルギー効率改善の重要性について強調した。コペンハーゲンCOP15では，2020年までに1990年比で25％の温室効果ガス削減を行う旨表明したことも，省エネ・エネルギー効率改善のコインの裏表の目標であり注目される。
（エ）原子力については，総発電電力量に占める原子力発電の割合を現在の約16％から2025年には25％にまで拡大するとともに，2020年までに高速炉の商業化も世界に先駆けて実現する方針。また，海外での原子力発電所建設の受注にも積極的（中国，インド，トルコ等で建設中）で，使用済燃料の取引をセットとして売り込む戦略等も採用しており，技術力に勝る日本やフランスと競合している。さらに，ウラン探鉱・採掘については，自国内のみならず世界に展開するとともに，ウラン濃縮役務については世界の中心的存在とならんとしている（日本，米国，フランス，ドイツ，韓国，東欧諸国に濃縮ウランを輸出。）。

（３）製造業
（ア）製造業の業種別構成比は，コークス・石油製品18.6％，金属製品等18.4％，食料品等17.8％（2010年）。なお，GDPに占める製造業（鉱業及び電気・ガス等を含まない）のシェアは14.1％（2010年）。
（イ）エネルギーを始めとする国際競争力の強い資源採取部門と他の製造業との間に依然として大きな格差が　　存在しており，こうしたいびつな産業構造がバランスのとれた経済成長を妨げる一因ともなっている。

（４）農業
ロシアは，近年，穀物生産量を伸ばし2009年には約9,700万㌧の穀物を生産し，米，カナダに次ぐ世界第３位の穀物輸出大国(シェア13.8%)にまで成長した。
しかしながら，2010年は一転して大干ばつに見舞われ，ロシア政府は，国内穀物価格の暴騰を防ぐため穀物の一時輸出禁止措置を講じた（2010年８月15日～）。最終的に2010年の生産量は前年の約2/3となる6,090万㌧まで落ち込んだ。
2011年は天候に恵まれ，豊作となったため，ロシア政府は６月末をもって禁輸を解除した。最終的には9,000万トン台の穀物収穫量となると見込まれており，ロシア政府は国内需給，価格の動向を見つつ，輸出拡大に取り組んでいる。（なお，ロシア政府は，穀物年度（７月１日～６月30日）で年間2,400万㌧～2,500万㌧を超える輸出が行われた場合，国内穀物価格の上昇を防ぐため，輸出税を導入する可能性を表明している（９月）が，実際に輸出量がこの数字を上回ることとなる見通しなのかは，現在のところ不明である。）

（５）社会
（ア）国民所得は2002年以降８年間で実質２倍以上となり，国民全体の所得水準の上昇を受けて中産階級が形成されつつある。最低生計費以下で生活する国民は2000年以降着実に減少し，2000年と2010年を比べると29％から13.1％に低下した。2008年は経済危機の影響で一時的に上昇したが，2009年以降再び減少している。
（イ）失業者数は，経済危機の影響により増加し，社会不安を呼び起こす可能性も懸念されたが，景気回復　　　に伴い徐々に減少している。（2011年11月末時点の失業率は6.3%。）

（６）開発援助
（ア）ロシアはODA対象国ではないが，日本政府は人間の安全保障基金や国際機関（世界銀行，国連，赤十字国際委員会等）を通じて，北コーカサスの難民支援や，京都議定書に関連した温室効果ガス排出権取引に関する人材育成，社会的弱者のための司法制度改革等に対する支援を行っている。
（イ）一方，好調な経済情勢を背景に国際的な役割強化の認識が高まり，ロシアは新興のドナーとして体制　整備を進めている。ロシア財務省及び外務省は，開発援助の基本戦略文書を取りまとめ（2007年６月大統領承認），援助額は2009年には８億ドルに達した。今後は世界の金融システムや安全保障システムの討議において発言力を確保し，また旧ソ連における統合関係の強化のため援助ツールをより有効に活用するとしている。
（ウ）現在の援助は国際機関への拠出を通じたものが８割を占めるとされるが，今後は二国間援助のメカニズムを構築し，本格的な実施を目指す方針である。2009年にはユーラシア経済共同体の枠組みによる「危機対策基金」に75億ドルを拠出した。優先対象地域は，CIS，アジア（北朝鮮，ミャンマー等）・大洋州，アフリカ，中東，中南米としている（特に旧ソ連邦構成共和国であったCISを重視）。優先分野は，エネルギー安全保障，感染症対策，教育，テロ対策，環境保全（気候変動），自然災害対策などである。
（エ）2008年９月に，外務省下に連邦ロシア協力庁（連邦CIS問題・在外同胞・国際人道支援庁）が設立され，CIS支援，在外ロシア人の支援や国際人道支援を行う他，文化振興の業務も統合された。現在，同庁は国連開発計画（UNDP），米国開発庁（USAID），ドイツ技術協力公社（GTZ）と共同プロジェクトを実施している他，「国際開発協力に係る国家プログラム」の制定をはじめている。

４．外交・国防
（１）外交
（ア）近年の好調な経済回復を背景に国力を回復したロシアは，外交面でも自己主張を強める外交を展開して　いる。世界の多極化推進を掲げつつ，実利主義に基づいた外交を多方面で展開している。また，メドヴェージェフ大統領は，自らが掲げる「近代化」の推進を露外交の主要な目標に据えている。今後は，本年５月に大統領に再就任するプーチン首相の外交方針がどのようなものとなるか注目される。
（イ）対CIS外交は，従来からロシア外交政策上の優先事項と位置付けられ，CIS諸国との二国間関係の強化に努めるとともに，集団安全保障条約機構，ユーラシア経済共同体，及び関税同盟など安保，経済に係るマルチ協力を推進し，更には上海協力機構を通じて中国を含む域内協力を推進している。プーチン首相が大統領再登板後を見据え，２０１１年１０月に露・カザフスタン・ベラルーシ三国関税同盟をベースとした「ユーラシア同盟」構想を提唱し，ロシア主導でユーラシア経済統合プロセスを推進していく意向を鮮明にしたことが注目される。
（ウ）米国とは2010年６月のメドヴェージェフ大統領訪米の機会に米露首脳間で「リセット」の進展を強く内外に印象づけ，また，新START条約が発効した。他方，２０１１年末以降，国家院選挙・大統領選挙，シリア情勢を巡りプーチン首相は米国に対し，強硬な姿勢を示し，また欧州ミサイル防衛問題が依然米・NATOとの対立の種となっている。EUとの関係では，2010年６月の露ＥＵ首脳会合では近代化のためのパートナーシップに合意した。
（エ）対アジアにおいても活発な実利外交を展開している。中国との関係では国境画定問題を最終的に解決し，2010年９月のメドヴェージェフ大統領訪中，2011年６月の胡錦涛国家主席訪露など，首脳間の接触を頻繁に行い，各種地域問題や歴史認識の問題において露中間で密接に連携するなど，「戦略的パートナーシップ」を深化させている。北朝鮮の核問題については，ロシアは六者会合の一員として関与を続けており，また，2011年８月金正日国防委員長が約10年ぶりに訪露した。また，2010年にアジア欧州会合（ASEM）への加盟を果たし，さらに2011年に東アジア首脳会議への正式加盟を果たした。
（オ）対中東外交においては，イランの核問題に関しては，ロシアはイラン・ブシェール原発への協力を進めつつも，核兵器開発を認めないとの立場を再三強調し，EU３＋米中露の枠組みでこの問題に対応してきている。
中東和平については，ロシアは「カルテット」の一員として積極的に関与しており，モスクワでの中東和平会議の開催を目指している。中東・北アフリカ諸国における「アラブの春」に対しては，各国国民が自ら国の行く末を決めるべき旨主張し，欧米による軍事介入を強く批判している。2011年３月のリビアに関する安保理決議案については拒否権を発動せず，棄権したが，同決議を受けてのNATO軍によるリビア攻撃に対しては強く批判する立場に転じた。かかる経験を踏まえ，2011年10月及び2012年2月にはシリアに関する安保理決議案に拒否権を発動した。





（２）軍事
（ア）ロシア連邦軍等の主要戦力
	 ●　国防省・連邦軍：約1,046,000人
【内　訳】
   ○　地上軍　　　　　：約36万人　　28個旅団（軍改革に伴い改編中）
戦車約　20,800両
火砲約　9,486門
   ○　海　軍      　　：約16.1万人　主要戦闘水上艦艇　79隻(コルベット以上)
                       　　        　潜水艦　59隻(戦略原潜×14，戦略原潜以外×45)
                                   　SLBM　252基
　　　　　　　　　　　　　　　  　 　戦闘航空機　276機
   ○　空　軍      　　：約16万人　  戦略爆撃機　79機
                       　        　  戦略爆撃機以外の戦闘航空機　1,604機
 (
※
)                         　        　ミサイル防空システム　1,900基
　 ○　戦略抑止部隊　　：約8万人　　 ICBM（戦略ロケット部隊） 　376基
 (
それぞれの部隊の人員の具体的内訳については不明。ただし，2010
年10月27日付モスクワ発リア・ノーボ
) (
※
　
　
本人数は，３種類
の戦略抑止部隊
（海軍戦略原潜，空軍戦略爆撃機及び戦略ロケット部隊）
の
総人員数
。
)ABM（宇宙部隊）　2,064基
 (
ット部隊担当報道官の発言あり。
) (
スチ通信によれば，戦略ロケット部隊は約42000
名（当時）の人員で構成されているとの，国防省戦略ロケ
)

　 ○　航空宇宙防衛部隊（2011.12.1創設：宇宙部隊，空軍航空宇宙防衛作戦・戦略コマンドを基に創設。人員は不明。なお，前身の宇宙部隊の人数は約4万人であった。）
　 ○　空挺部隊　　　　：約3.5万人
 　○　その他後方部隊等：約21万人

 ●　準軍事組織：約449.000人
【内　訳】
○　国境軍（連邦保安庁所属）　：約16万人   装甲戦闘車両　1,000両
警備艦艇        194隻
○　国内軍（内務省所属）　　　：約20万人   装甲戦闘車両  1,650両
○　その他保安機関　　　　　　：約8.9万人
（ミリタリーバランス2011等）



（イ）軍改革
　　プーチン大統領（当時）は，ロシアの現状に合致した「コンパクトでプロフェッショナルな軍隊」を目指し，数度に亘る安全保障会議における審議を経て，2001年３月24日「軍改革に関する大統領令」を発出し，機構改革，人員削減及び兵員充足制度を３本柱とする改革を強力に推し進める決定を行った。メドヴェージェフ大統領もこの軍改革路線を踏襲し，2008年９月に，軍改革の基本文書「ロシア連邦軍の将来の姿」（「軍の新たな姿」）を大統領令により承認した。その内容は①2016年までにロシア連邦軍の定員を100万人に削減，②各軍種の部隊数の削減，③軍の指揮機構を「軍管区－軍－師団－連隊」の４階層から「軍管区（統合戦略コマンド）－作戦コマンド－旅団」の３階層へ改編，④将校職を33万5,000人から15万人まで削減し，兵員構成の不均衡を是正，⑤中央部局・軍事指揮機関の人員を40％まで削減，⑥低充足部隊及び保管基地等の整理により部隊総数を削減，全部隊を常時即応部隊化し，2012年までに各軍管区に１個緊急対応旅団を創設，等となっている。また2010年２月には，「2020年までの国家安全保障戦略」を踏まえ，新たな「軍事ドクトリン」及び「2020年までの核抑止分野での国家政策の原則」（非公開）が大統領令により承認された。
　　これら改革の中で，機構改革（軍種及び軍管区の整理統合、国防省中央機構改革）及び人員削減は急速に進捗し，人員削減については，旧ソ連邦崩壊直後に200万人以上であった人員数は，2010年12月には最終目標の100万人まで削減された（セルジュコフ露国防相が，2010年12月17日に発表）。また，兵員充足面では，徴兵期間が2007年に１年半，2008年１月１日には12か月に短縮されるとともに，長期的には常時即応部隊を中心とした契約軍人制へ移行し，2012年12月20日にプーチン首相（当時）が発表した国防政策（「強大であること：ロシアにとっての国家安全保障」）によれば，2017年にかけ，100万人の全正規要員中70万人を契約軍人とし，2020年にかけ徴兵を14万5000人にまで削減するとされている。機構改革では，2010年12月までに統合部隊として新たな４個の軍管区（有事：統合戦略コマンド（ＯＳＫ））編成が完了した。この新たな軍管区編成では，各軍管区司令官が担当区域に所在する各軍種部隊（地上軍：旅団，海軍：艦隊，空軍：防空航空部隊）を統一指揮する。参謀本部は，戦略核部隊（空軍：遠距離航空コマンド，海軍：戦略任務ミサイル潜水艦部隊，戦略ロケット部隊），輸送航空コマンド（空軍），空挺部隊及び2011年12月１日に新たに創設された航空宇宙防衛部隊を指揮下に置く。新軍管区（ＯＳＫ）の編成は，下表のとおり。この機構改革の有効性については，各種の訓練を通じて検証されている模様である。

〈新軍管区，統合戦略コマンド（ＯＳＫ），旧軍管区及び隷属された海軍部隊〉
	新軍管区名
	ＯＳＫ名
	旧軍管区及び隷属された海軍部隊

	西部軍管区
（2010年９月１日編成完了）
	西部ＯＳＫ
	軍 管 区：モスクワ軍管区
レニングラード軍管区
海軍部隊：北洋艦隊及びバルト艦隊

	南部軍管区
（2010年10月４日編成完了）
	南部ＯＳＫ
	軍 管 区：北カフカス軍管区
海軍部隊：黒海艦隊及びカスピ小艦隊

	中央軍管区
（2010年10月12日編成完了）
	中央ＯＳＫ
	軍 管 区：沿ヴォルガ・ウラル軍管区
シベリア軍管区西部
海軍部隊：なし

	東部軍管区
（2010年11月10日編成完了）
	東部ＯＳＫ
	軍 管 区：シベリア軍管区東部
極東軍管区
海軍部隊：太平洋艦隊



また，2010年10月には新たに軍警察の創設が決定され，2012年１月より，逐次運用が開始されている。人員は約２万人であり，職員は，軍改革に伴い軍勤務を退職した軍人により充当される予定である。さらに，軍人の福利厚生面での改革も進んでいる。特に，現役軍人の給与は2012年１月１日から現在の2.5～３倍に，退役軍人の年金は現在の1.5～1.7倍に増額する大統領令が2011年11月７日に承認された。その他，現役軍人の官舎及び退役軍人の住宅も，2013年以降順次供給できるよう作業が進んでいる。
今後の軍改革で特に力点が置かれるのは，軍装備の近代化である。2010年12月31日，メドヴェージェフ大統領は「2011年から2020年までの国家装備計画」に関する大統領令に署名した。この計画に基づき，各軍種・兵科の軍装備の近代化のために約19兆ルーブルを支出し，2020年までに全装備中の70％を新装備に更新するとされている。さらに，2012年2月20日のプーチン首相（当時）の国防政策では，軍装備の近代化のためロシアの国防産業自体を近代化する計画を実行し，このための経費を含め，全体で約23兆ルーブルを支出するとされている。なお，同政策によれば，近代化の優先事項は戦略核戦力，航空・宇宙防衛，通信・偵察・指揮・電子戦システム，無人航空機及びロボット化された攻撃システム，近代的輸送機，兵士個人の保護システム，精密兵器とそれへの対抗手段とされている。
（ウ）武器の輸出入
ロシアの武器輸出については，軍事産業基盤の維持，経済利益のほか，政治的影響力の確保といった外交政策への寄与の観点から積極的に推進していると見られ，その輸出額が年々増加している。武器輸出の相手国は，従来，中国，インドが中心であったが，近年では対中輸出が大幅に減少する一方，インド向けの輸出が大きく伸びている。また，マレーシア，ベトナム，インドネシアなどの東南アジア地域を始め，ベネズエラなどの中南米，中東，アフリカにまで輸出先の拡大を図っている。

〈武器輸出総額の推移〉
	年
	金額（億ドル）
	年
	金額（億ドル）
	年
	金額（億ドル）

	2002
	42
	2006
	65
	2010
	104

	2003
	51
	2007
	70
	2011
	135

	2004
	56～57
	2008
	85
	
	

	2005
	60
	2009
	88
	
	



他方，軍近代化の一環として，海外からの武器調達にも本格的に着手し始めている。その一例として，2010年９月，ロシアはイスラエルと軍事協力協定を締結し，同国から無人偵察機を購入することで合意した。また，2010年12月，ロシアはフランスから「ミストラル」級強襲揚陸艦を購入することで合意し，2011年６月，フランスにおいて２隻を建造する契約が交わされ，それぞれ2014年，2015年に調達予定である。また，さらに２隻をロシア国内で建造する方向で契約交渉が行われている。
（エ）ロシアの国防予算
　　近年のロシアの国防予算は増加傾向にある。2010年の国防支出は１兆3,000億ルーブルであり、2008年の金融危機の影響により，2009年比で3.4％の増加率にまで落ち込んでいたものの，2011年の国防支出は１兆5,000億ルーブルとなり，2010年比約15％の増加率に回復した。ロシア国防予算の内訳詳細は不明であるが，2009年度の内訳類推を参考にすると，2011年国防費も同様の割合（46％が装備費，残り54％が人件費，軍人年金等）と推測され，そのうち装備費は56％が新装備調達，27％が研究開発，17％が修理等に割り振られると考えられる。また，財務省ＨＰ（2011.10.3）によると，国防分野での支出が2012年に１兆8,533億ルーブル，2013年に２兆3,343億ルーブル，2014年は２兆7,508億ルーブルになるとしている。ただし，国防予算が増大する中でも，旧式化・老朽化した現有装備の更新は年々遅れがちになっている。また，徴兵忌避の問題など軍を取り巻く社会環境は依然厳しい状況にあり，良質な軍人を安定的に確保するため，軍人の諸手当の増額，軍人及びその家族の住宅事情の改善など，軍人の社会保障の向上に持続的な予算配分が行えるか，今後注目されるところである。

Ⅱ．日露関係

１．近年の政治対話
（１）2010年11月のAPECに際しての日露首脳会談は，メドヴェージェフ大統領の国後島訪問（2010年11月1日）直後の厳しい雰囲気の中で行われたが，両首脳は，領土問題の解決を含め，あらゆる分野での関係を強化していくことで一致した。菅総理（当時）から，大統領の国後島訪問について抗議を行った一方，①経済面での協力，②アジア太平洋地域での協力，③国際舞台での協力という３本柱を中心に日露協力を進めて行きたい旨述べた。
（２）2011年２月に行われた前原外務大臣（当時）の訪露に際しての外相会談では，率直な意見交換が行われ，両外相は，政治（領土問題）・経済・文化・国際舞台での協力等のあらゆる分野において日露関係を発展させていくことで一致した。
（３）その後，３月11日に発生した東日本大震災を受け，14日に日露首脳電話会談及びG8外相会談に際して日露外相会談がそれぞれ行われた。各会談においてロシア側より哀悼及び連帯の意が表明されるとともに，支援の申し出が行われた。また，同日の外相会談では，松本大臣（当時）から政治，経済，文化交流などあらゆる分野で関係を深め，領土問題についても交渉を進める意向が表明された。
（４）５月のG8サミットの際の日露首脳会談では，両首脳は，東日本大震災後のロシアの提案を受けて，原子力・エネルギー等の分野での協力を進めていくことを確認するとともに，領土問題について静かな環境下で協議を継続していくことで一致した。
（５）９月の国連総会の際の日露外相会談において，玄葉大臣とラヴロフ外相は，安全保障分野における相互理解と信頼を深めることの重要性を確認し，また，経済分野において互恵的な協力を進めていくことを確認するとともに，領土問題については，法と正義を重視して，静かな環境で議論を継続していくことで一致した。
（６）11月のホノルルAPECの際の日露外相会談において，両外相は，2012年のウラジオストクAPECの成功に向けた協力やエネルギー分野での協力等を進めることで一致した。
　　続いて行われた日露首脳会談において，両首脳は，領土問題に関し，問題解決の必要性を再確認するとともに，安保分野の協議，防衛当局の対話を進めていくことで一致した。
（７）本年１月のラヴロフ外相訪日の際に行われた日露外相会談では，本年のウラジオストクＡＰＥＣやロシアの新政権発足等を念頭に置いて，今後数年，特に今年一年に日露双方が取り組むべきアジェンダについて意見交換が行われ，１）安全保障・防衛，２）エネルギーや近代化を中心とする経済，３）「海をめぐる協力」等，あらゆる分野で協力関係を発展させていくことを確認した。
（８）３月６日，野田総理とプーチン首相との電話会談が行われ，野田総理から，プーチン首相の大統領当選が確実になったことにつき祝意を表するとともに，プーチン大統領とともに日露関係の次元を高めたい，領土問題について叡智ある解決に取り組みたい旨述べた。プーチン首相からは，祝意に謝意を表するとともに，日露関係を発展させるべく野田総理とお目にかかることを楽しみにしている旨発言があった。


２．北方領土問題をめぐる近年の動向
（１）2010年11月，メドヴェージェフ大統領の国後島訪問を受け，横浜APECに際して行われた日露首脳会談及び日露外相会談では，菅総理（当時）及び前原大臣（当時）より日本の基本的立場をそれぞれ明確に述べた。菅総理（当時）からメドヴェージェフ大統領に対し，11月１日に行われたメドヴェージェフ大統領の国後島訪問に関し，我が国の立場，そして日本国民の立場から受け入れられないとして抗議を行った。各会談において，政治・経済・文化・国際場裡での協力等のあらゆる分野で日露関係を発展させていくことを確認するとともに，領土問題の解決を引き続き目指して行くことで一致した。
（２）その後，2010年12月から2011年２月にかけて複数の露閣僚が北方領土を訪問し，また，「北方領土の日」に日本で行われた抗議活動等に対し露側が強く反発する中，2011年２月に前原大臣（当時）が訪露して行われた日露外相会談では，前原大臣（当時）から北方領土の返還を求める日本の基本的立場を改めて明確に伝達し，ロシア側要人の北方四島訪問について遺憾の意を伝達した。これに対しラヴロフ外相は，従来のロシア側の立場を主張しつつ，平和条約問題について前提条件や一方的な歴史のリンケージなしに作業を行うべき旨述べた。両外相は，これまでの両国間の諸合意に基づいて双方にとって受け入れ可能な解決策を模索し，静かな環境下で協議を継続することで一致した。ラヴロフ外相から，日露双方の歴史専門家による委員会の設置が提案されたが，前原大臣（当時）は過去の経緯を踏まえ現時点での議論に疑問を呈した。また，北方四島における共同経済活動について，日本の法的立場を害しない前提で何ができるかを議論していくこととなった。
（３）2011年３月のG8外相会合に際して行われた日露外相会談では，松本大臣（当時）とラヴロフ外相は日露の立場の違いを確認しつつ，静かな雰囲気で議論することにつき改めて一致した。
（４）2011年５月のG8サミットに際して行われた日露首脳会談において，菅総理（当時）から，同月に行われたイワノフ副首相その他のロシアの閣僚による国後島・択捉島訪問について，日本の立場を明確に伝達し，あらゆる分野で日露関係を発展させていく中で，領土問題を解決に向けて進展させていきたい旨述べた。その上で，両首脳は，静かな環境下で領土問題についての協議を継続していくことで一致した。
（５）2011年９月の国連総会の際の日露外相会談において，玄葉大臣とラヴロフ外相は，日露間の立場の違いがある中で，法と正義を重視して，静かな環境で議論を継続していくことについて一致した。
（６）2011年11月のホノルルAPECの際の日露首脳会談において，野田総理は，領土問題を解決し，平和条約を締結する必要があること，交渉は日露両国間で達成された諸合意に基づき行う必要がある旨指摘した。両首脳は，領土問題に関し，問題解決の必要性を再確認し，お互いに相手を尊重しつつ，議論を続けることで一致した。
　　また，会談に先立って行われた日露外相会談において，玄葉大臣は，これまでの両国間の諸合意及び諸文書，法と正義の原則に基づき，実質的な議論を行っていきたい旨述べた。
（７）本年１月の日露外相会談において，玄葉大臣は，両国間に真の友好関係を構築するためには，領土問題を解決し平和条約を締結することがこれまで以上に必要であることを強調した。両外相は，相互信頼の雰囲気が高まっていることを踏まえ，この問題を棚上げすることなく，静かな環境の下で両国間のこれまでの諸合意及び諸文書，法と正義の原則に基づき，問題解決のための議論を進めていくことで一致した。
（８）プーチン首相は，３月１日に行われた外国主要紙編集長とのインタビューにおいて，日本との領土問題を最終的に決着させることを非常に欲しており，これを両国及び両国の国民にとって受け入れられる形で行いたい，大統領就任後，ロシア外務省と日本外務省を集め，彼らに「始め！」の号令をかけようと述べた。

３．漁業
（１）政府間の協定に基づく操業
・　日ソ地先沖合協定(日露双方の200海里水域における相手国漁船の操業（ロシアの200海里水域における我が国漁船によるロシア系さけ・ます操業を含む。）)
・　日ソ漁業協力協定(我が国200海里水域における我が国漁船によるロシア系さけ・ます操業)
・　北方四島周辺水域操業枠組協定(北方四島周辺12海里内における我が国漁船による操業)
（２）民間取決めに基づく操業
・　貝殻島昆布協定(歯舞群島の一つ，貝殻島周辺における我が国漁船の昆布操業)
（３）銃撃・拿捕事件(2006年８月，2007年12月，2010年１月)の再発防止に向けた措置
・　北方四島周辺水域における漁業協力の既存の枠組の堅持
· 関係当局間の連携・協力の強化
(４) 密漁・密輸対策分野での協力

４．日露経済関係 
（１）概観
ロシア経済危機は日本企業の対露ビジネスにも大きな影響を与えたが，その後，回復傾向にあり，2011年の貿易総額は前年比15.9％増の２兆4,518億円（307億ドル）となった。また，ジャパン・クラブ（旧モスクワ日本商工会）加盟企業は，2008年度４月時点の170社から190社（2011年12月現在）に増加している。
2011年の主要貿易品目は，我が国からロシアへの輸出では①自動車62.5％，②建設・鉱山用機械6.1％，③ゴム製品3.8％，ロシアから我が国への輸入では①原粗油32.8％，②液化天然ガス24.9％，③非鉄金属10.6％。
2010年末の我が国対露直接投資残高は994億円で，2004年末(91億円)の約10倍。（我が国から第三国経由の対露直接投資は含まない金額。）
政府レベルでは，貿易経済に関する日露政府間委員会（日本側議長：玄葉外務大臣，露側議長：フリステンコ産業貿易大臣）及び同委員会の下に設置されている２つの分科会（貿易投資分科会，地域間交流分科会）を通じた協議・意見交換が随時行われている。
（２）個別分野
2011年２月にモスクワで開催された貿易経済日露政府間委員会第９回会合を踏まえ，同７月にはニジェゴロド州で次官級の地域間交流分科会第３回会合が開催され，地方における日露経済協力に関する協議が行われたほか，同10月中旬には東京で同じく次官級の貿易投資分科会第７回会合が開催され，極東・東シベリア地域等における各種経済プロジェクトについて話し合われた。これらの成果を踏まえ，同10月下旬に東京で政府間委員会共同議長間会合が開催され，ロシア経済近代化，エネルギー，ウラジオストクAPEC，貿易投資環境の整備，ハイテク製品関税引上げ，ロシアのWTO加盟等について具体的な協議が行われた他，同年12月には地域間交流分科会第３回会合の枠内でロシア企業による訪日プレゼンテーションが実施された。
エネルギー分野の互恵的な協力は，アジア太平洋地域のエネルギー需給安定にも寄与する。サハリン１，２プロジェクトについては，その円滑な実施に向けて政府としても支援してきたところであり，2009年２月18日には，麻生総理及びメドヴェージェフ大統領出席の下で，サハリン２LNGプラント稼働式典が行われた。震災後のエネルギー分野におけるセーチン副首相からの包括的提案を受け，2011年７月には日露石油・ガスWG第１回会合が開催され，今後の石油ガス分野における日露の協力のあり方について包括的な意見交換が行われた。
また，石炭分野については，2010年６月に第１回日露石炭ラウンド・テーブルが開催された。
2009年５月のプーチン首相の訪日の際には日露原子力協定，日露税関協力協定が署名された他，省エネ分野での協力に関する覚書が署名された。2011年12月までに両国において，日露原子力協定の国内手続が終了した。省エネ分野では，上記の省エネ覚書に基づいて，2010年３月に第１回省エネ共同委員会が開催され，同年７月には第２回省エネ共同委員会がモスクワで開催された。その際には「エネルギー効率の向上及び再生可能エネルギーの利用の分野における日本国経済産業省とロシア連邦エネルギー省の共同行動計画」が採択され，同行動計画の下，10月に風力発電施設に関する作業部会がモスクワで開催されるとともに，省エネルギー政策研修が日本で行われた。
エネルギーに続く重点分野として，運輸・観光分野，情報通信技術(ICT)分野について協力を強化していくことで一致している。これまで４回にわたり日露ICTフォーラムが行われた他，2009年１月に国交省と露運輸省との間で運輸分野における協力に関する覚書が署名され，2010年３月にモスクワで第３回日露観光促進協議会，2010年６月にモスクワで日露運輸協力に関する政府間グループ第３回会合が開催された。
科学技術分野では，３月にモスクワにて日露科学技術協力委員会第10回会合が開催され，極東・東シベリア地域におけるプロジェクト24件及び近代化優先５分野に関連するプロジェクト33件を含む94件の日露科学技術協力計画（2010年～2012年）を作成した。
気候変動分野では，2011年にダーバン（南ア）で行われた気候変動枠組条約COP17において，京都議定書第２約束期間の設定が合意されたものの，日露両国はこれに参加しないとの立場を明確に表明している。今後は，すべての主要排出国が参加する公平かつ実効性のある新たな国際的枠組の構築に向けて，法的文書の策定交渉に日露両国が連携して取り組んでいくほか，共同実施（JI）の枠内での排出取引ビジネスや，省エネ・エネルギー効率の改善に係る協力を推進していくことが期待される。
依然として，ロシアにおける通関，査証，労働許可等貿易・投資上の障害の除去，関連手続の全国一律の運用の確保，公正かつ公平な司法手続の運用等の諸課題が存在し，我が国企業がトラブルに巻き込まれるケースもあり，ロシア政府に解決に向けた取組の強化を働きかけている。他方，政府が推進する近代化政策の一貫として，2010年７月１日付で移民法が改正され，高度な専門性を有する外国人労働者に対する労働許可等取得に際する行政手続の簡素化が実施されている。
また，メドヴェージェフ大統領が進める近代化の関連で，日露間の具体的な協力について議論すべく，ロシアの経済近代化に関する日露経済諮問会議が立ち上げられ，日露双方の民間企業が各々10社程度参加する形で，第１回会合が2010年11月に横浜で，第２回会合が2011年９月にモスクワで開催された。
（３）日本企業支援
　　2007年以来，日本企業支援の一環として，当館施設を利用したイベント，プレゼンテーション等を計
35回開催し，多数の参加者を得た。また，大使館とジャパンクラブの合同地方ミッションをサマラ州，スヴェルドロフスク州，リペツク州，タタルスタン共和国及びイルクーツク州等に計10回派遣し，現地政府高官との会議のアレンジ及び現地企業関係者とのセミナーを開催した。

５．議員交流等 
（１）2010年は，セレブレンニコフ連邦院議員他２名（２月），マルゲロフ連邦院議員（２月），ウソリツェフ国家院議員他１名（３月），ポドレソフ連邦院議員（３月，６月），ニコラエフ連邦院副議長（４月），ウマハノフ連邦院議員（５月），シェスタコフ国家院議員（12月）が訪日した。また，日本からは，世耕弘成参議院議員，松山政司参議院議員（２月），平岡秀夫衆議院議員，宮腰光寛衆議院議員（当時）（３月），鈴木宗男衆議院議員（当時）（５月），鳩山由紀夫前総理（８月，９月），衆議院外務委員会代表団（鈴木外務委員長（当時）団長他５名）（８月），森喜朗元総理（９月），鳩山邦夫議員（９月）が訪露した。
（２）2011年は，世耕弘成参議院議員，松山政司参議院議員及び野上浩太郎参議院議員（９月），白眞勲参議院議員及び相原史乃衆議院議員（９月），鳩山邦夫衆議院議員（10月），首藤信彦衆議院議員，阪口直人衆議院議員，中屋大介衆議院議員，宮崎岳志衆議院議員及び藤谷光信参議院議員（10～11月），末松義規衆議院議員（12月），渡辺浩一郎衆議院議員（11月），河野太郎衆議院議員（12月）が訪露した。なお，ロシア側からの訪日はなかった。
（３）2012年，マトヴィエンコ連邦院議長他７名（1月）がアジア太平洋議員フォーラム出席のため，訪日した。また，日本からは，日ロ友好議員連盟代表団９名（鉢呂吉雄衆議院議員，首藤信彦衆議院議員，相原史乃衆議院議員，菅川洋衆議院議員，泉健太衆議院議員，伊東良孝衆議院議員，白眞勲参議院議員，尾立源幸参議院議員，藤谷光信参議院議員）（１月）が訪露した。

６．防衛・治安交流等 
（１）2006年１月の額賀防衛庁長官の訪露の際，「日本国防衛庁とロシア連邦国防省との間の対話及び交流の更なる発展に関する覚書」に署名。1999年の「日露防衛交流発展のための覚書」の下で進展していた防衛交流の協力分野を拡大することで一致した。
（２）2008年５月にトルファノフ露国境警備局副長官が東京を訪問，同訪問に合わせ，露国境警備艇「チュコトカ」が海上保安庁観閲式及び総合訓練に参加する等，船艇の相互訪問及び合同訓練を定期的に実施。また，同年11月にはプロニチェフ国境警備局長官が東京を訪問し，岩崎海上保安庁長官（当時）と会談を行った。2010年７月，鈴木海上保安庁長官がモスクワを訪問し，プロニチェフ長官と会談を行った。

７．文化・国民間交流
（１）ロシアにおいては従来より日本文化に対する関心は高く，日本は伝統を保持しながら最先端技術を開発している国というイメージが定着している。特に近年はロシアの経済成長に伴い，関心分野も「寿司，村上春樹，アニメ」と言われるように食文化やポップカルチャーなども含めた大きな広がりを見せている。また，日本でも「カラマーゾフの兄弟」の新訳が100万部のベストセラーとなる等，お互いの関心は高まっている。
（２）こうした中，毎年モスクワの「日本の秋」，サンクトペテルブルグの「日本の春」等といった日本文化月間が実施され，多くの市民の関心を集めており，2011年のモスクワでの「日本の秋」では，45のイベントに計3万6,000人以上が参加し，好評を博した。一方，日本では2006年以降「日本におけるロシア文化フェスティバル」が毎年開催され， 2011年は12月のクロージングに出席するため，アヴデーエフ文化大臣が訪日した。国際交流基金モスクワ暫定事務所が全ロシア国立外国文献図書館の一部として2009年１月より一般向けに活動を開始した。
（３）2011年３月に能公演，９月に日本現代美術展，10月に東日本大震災被災地の岩手県宮古市の黒森神楽初公演，書道家公開揮毫，映画監督講演会，ロボットレク・デモ，11月に大規模現代日本文化フェスティバル「J-FEST2011」，12月に作家講演会，日本映画祭（７月，９月，11月）がそれぞれモスクワで実施され，多くの観客を動員した。
（４）国民間交流の分野では，日露間の人の往来は年間，約15万人に止まっていることから，2005年11月の首脳会談で，日露間の人的交流を増加させることで一致。日露両国の官民が参加した観光協議の活発化，査証制度の改善に取り組むことで一致。2012年1月の日露外相会談の際に日露査証簡素化協定が両大臣によって署名され，右協定の早期発効，日露の人的交流の更なる拡大を目指すことで一致。
（５）また，政府間の日露青年交流事業については，日露学生フォーラム等の短期招聘・派遣事業，日本語教師派遣支援事業を実施しており，1999年７月の事業開始以来，3,319名(2011年12月現在)に及ぶ交流を実施。また，2008年４月の日露首脳会談で，年間500名まで交流の規模を拡大することで一致。
（６）観光分野においては，訪日ロシア人が例年６万人前後で推移しているところ，2013年には14万人，2016年には30万人まで増加させる目標が掲げられている。訪日ロシア人を増加させるべく2010年度からロシアがビジット・ジャパン事業の重点市場に格上げされたことを受け，2010年３月，当館が当地の観光関連日本企業をメンバーとする「ロシアビジット・ジャパン・キャンペーン現地推進会」を立ち上げ，当館にて，第１回，同10月には第２回，2012年3月には第3回会合を開催し，当地における具体的な取組みについて意見交換を行った。また，2010年３月，観光庁と露連邦観光局との間で第３回日露観光交流促進協議会が開催され，日露間の観光交流促進のための諸課題について意見交換が行われた。

８．東日本大震災に際するロシア側対応
（１）2011年３月11日に発生した東日本大震災に際してはロシア政府及びロシア国民から日本政府及び日本国民に対し物心両面で支援がなされた。
（２）メドヴェージェフ大統領及びプーチン首相から，地震発生直後，最も早い段階から哀悼の意と支援の表明がなされた他，スヴェトラーナ・メドヴェージェヴァ大統領夫人やラヴロフ外務大臣も献花，記帳のために日本大使館を訪問した。
（３）ロシア非常事態省の救助部隊が160人規模で日本に派遣され，３月14日－19日までの間，宮城県石巻市近郊で救難活動を行った。また，人道支援物資として17,200枚の毛布，3.6トンの水が非常事態省の特別機で３月19日に日本に運ばれた。ロスアトム社から線量計・マスク等の無償供与を受けた他，ロシア側からは，LNG，石油，石炭などのエネルギー分野での追加供給に係わる提案も受けている。また，スヴェトラーナ・メドヴェージェヴァ大統領夫人から，被災地の青少年のロシアへの訪問について提案があり，８月に被災地の剣道剣士のグループがモスクワ及びクラスノヤルスクを，また被災地の中高生がウラジオストクを訪問した。12月には被災地高校生がモスクワを訪問し，モスクワの児童らと交流するとともに，メドヴェージェヴァ大統領夫人と面会した。
（４）民間からも，被災者のために多額の義援金がもたらされるとともに，3,000名以上の人々が献花等のため大使館を訪問している。また，ロックバンドや音楽院などによる数多くのチャリティーイベントが行われた他，当地小中学校から毛布等の人道支援物資や日本の子供達へのメッセージ，絵，折り鶴等が届けられている。
（５）５月，G8ドーヴィルサミットの際の日露首脳会談で，ロシアがチェルノブイリ原発事故から得た知見や経験を活かした専門家間の協議の協力を行うことで一致したことを踏まえ，７月末にモスクワにて日露専門家会合が開催された。
（６）なお，東日本大震災による福島原発事故を受けて，消費者の安全確保を理由に，ロシア政府は，福島等６県で生産された食品の輸入を停止している。また，水産物については，これとは別に，242施設（主に東北地方）の輸入許可を取り消している。

（別添１：主要閣僚等）
大統領府
大統領　　　　　　　	ドミトリー　Ａ．メドヴェージェフ
大統領府長官　　	セルゲイ　Ｂ．イワノフ
第一副長官　　　	ヴラジスラフ　Ｖ．ヴォロジン
副長官	アレクセイ　Ａ．グロモフ
	アレクサンドル　Ｄ．ベグロフ
大統領補佐官	セルゲイ　Ｅ．プリホジコ
	アレクサンドル　Ｓ．アブラモフ
	ラリサ　Ｉ．ブルィチョヴァ
	アルカジー　Ｖ．ドヴォルコヴィッチ
	コンスタンチン　Ａ．チュイチェンコ
	オレグ　Ａ．マルコフ
大統領報道官	ナタリヤ　Ａ．チマコヴァ
大統領儀典長	マリーナ　Ｖ．エンタリツェヴァ
連邦政府
首相	ヴラジーミル　Ｖ．プーチン
第一副首相	ヴィクトル　Ａ．ズプコフ
第一副首相	イーゴリ　Ｉ．シュヴァロフ
副首相	ドミトリー　Ｎ．コザク
副首相	ドミトリー　Ｏ．ロゴジン
副首相	イーゴリ　Ｉ．セーチン
副首相                       ヴラジスラフ　Ｙｕ．スルコフ
副首相兼北コーカサス連邦管区大統領全権代表　　　アレクサンドル　Ｇ．フロポーニン
天然資源・環境大臣	ユーリー　Ｐ．トルトネフ
通信・マスコミ大臣	イーゴリ　Ｏ．ショゴレフ
文化大臣	アレクサンドル　Ａ．アヴデーエフ
教育・科学大臣	アンドレイ　Ａ．フルセンコ
保健・社会発展大臣	タチヤナ　Ａ．ゴリコヴァ
法務大臣	アレクサンドル　Ｖ．コノヴァロフ
国防大臣	アナトリー　Ｅ．セルジュコフ
外務大臣	セルゲイ　Ｖ．ラヴロフ
民間防衛・非常事態・災害復旧大臣　セルゲイ　Ｋ．ショイグ
内務大臣	ラシド　Ｇ．ヌルガリエフ
エネルギー大臣	セルゲイ　Ｉ．シュマトコ
運輸大臣	イーゴリ　Ｅ．レヴィチン
スポーツ・観光・青年政策大臣 ヴィタリー　Ｌ．ムトコ
地方発展大臣	ヴィクトル　Ｆ．バサルギン
農業大臣	エレーナ　Ｂ．スクルィンニック
経済発展大臣	エリヴィラ　Ｓ．ナビウーリナ
産業貿易大臣代行	デニス　Ｖ．マントゥロフ
財務大臣	アントン　Ｇ．シルアノフ
政府官房長官	アントン　Ｅ．ヴァイノ
安全保障会議
　書記	ニコライ　Ｐ．パトルシェフ
（別添２：　経済指標）
　　　国内総生産： 54兆 3,691億ﾙｰﾌﾞﾙ（約148兆円）
 　　（2011年）    1人当たり12,944USドル
（2011年の為替ﾚｰﾄ［1ﾄﾞﾙ＝29.39ﾙｰﾌﾞﾙ＝79.76円］及び2011年4月現在の人口［1億4,290万人］で換算）
  　　経済成長率：	2002年4.7％，2003年7.3％，2004年7.2％，2005年6.4％,
		2006年8.2％，2007年8.5％，2008年5.2%，2009年▲7.8%,　2010年4.3％，2011年4.3％
　　  インフレ率：	2002年15.1％，2003年12.0％，2004年11.7％，
2005年10.9％，2006年9.0％，2007年11.9％，2008年13.3%，2009年8.8％，
2010年8.8％，2011年6.1％
　　  失業率：    	2002年8.8％，2003年8.6%，2004年8.3％,
2005年7.7％，2006年6.9％，2007年6.1％，2008年7.7%，2009年8.2%，
2010年7.2％，2011年6.1％
　　　輸出：　　　	2002年1,073億ドル，
2003年1,359億ドル，2004年1,832億ドル，2005年2,438億ドル，
2006年3,036億ドル，2007年3,544億ドル，2008年4,716億ドル，
2009年3,034億ドル，2010年4,004億ドル，2011年5,220億ドル
（主要輸出先：オランダ，中国，ドイツ）
　　　輸入：	　2002年610億ドル，2003年761億ドル，
2004年974億ドル，2005年1,254億ドル，2006年1,643億ドル，2007年2,235億ドル，
2008年2,919億ドル，2009年1,918億ドル，2010年2,487億ドル，
2011年3，232億ドル
                 （主要輸入先：中国，ドイツ，ウクライナ）
 　　 通貨単位：　ﾙｰﾌﾞﾙ（補助通貨単位ｶﾍﾟｲｶ，1ﾙｰﾌﾞﾙ＝100ｶﾍﾟｲｶ）
		 2012年3月7日現在１ﾄﾞﾙ＝29.66ﾙｰﾌﾞﾙ（中央銀行公定ﾚｰﾄ）
　　（出典：為替レート，輸出，輸入はロシア中央銀行，それ以外はロシア連邦国家統計庁）
[image: ]（別添３）
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